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Lazarsfeldと並んで，その後の研究に大きな影響を残したのは， Katonaを中心とする Institute
(48) 
of Social Researchの調査プログラムによる研究であろう。
Katonaの研究は，Lazarsfeldと同様に，消費者行動が消費者と彼の環境との相互作用の結果であ
るという観点を共有しているが， Lazarsfeldの研究では注目されなかった幾つかの要因に焦点を合
(49) 
わせている。 Katonaは，主として次の2つの要因群を提示している。
( 1)刺激要因．これは，さらに二つの刺激群に分けられる。
＠経済的刺激．これは，例えば，収入，財務的資産，借入能力の水準のように，それらが充分ある
場合には許容条件（enablingconditions）として作用し，それらがない場合には消費者の購買力を
制限するため，制約としても働く刺激である。
＠促進状況（precipitatingcircumstances）あるいは刺激一般．これは，俸給の変化，車の故障，
ニュースと情報などで例示されるような，購買により解決可能な問題を生みだしたり，現在当面す
る問題（例えば，新製品の学習）の解決を誘発する状況をさす。
( 2 ）媒介変数．これは，消費者の社会心理的場の構成要素を示し，そこには，前述された態度の
ほかに，期待，動機などが含まれる。
①態度と期待．この二つの変数は，環境とその変化に関する選択的かつ体系的な知覚を規定するも
のである。態度と期待は，共に一貫した構造のもとに形成される傾向を持つとされる。しかし，そ
れらは常に一貫性を達成するわけでわなく，多くの場合，個別的なものが一般的なものと衝突する
ことが指摘されている。ここで態度とは，感情的な意味をを伴う一般化された観点をさし，期待と
は，こうした態度の下位にある観点で，具体的には行動意図を示す。
④動機または動機ずけ要因．動機として，経済理論で仮定されてきた効用ないしは利潤の最大化と
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いった覆極的な動機，緊張の解消，妨害や不均衡の回避といったような消極的な動機が挙げられて
いる。また，動機ずけ要因としては，要求水準 (levelof aspiration）が考慮されている。
このような要因群から，ここで（ 1）刺激要因が（2 ）媒介変数を介して購買行為にいたるとい
う因果関係を読み取ることは容易であろう。しかし，？それらに含まれる＠，⑤，①，＠の各要因が
どのように相互作用するのかは，明らかではない。 Nicosiaは，この点について興味深い解釈を試み
ている。最初に，彼は， Katonaが提示した要因群に基ずき次のような因果関係と留意点を示して
(50) 
いる。
①刺激が行為者に到達する（Katonaは，その到達の仕方，例えば対人ネットワークのような経路
を考慮してはいない）。
②刺激がある媒介変数に基ずき選別され，知覚される。（Katonaは，知覚の生理的側面を閑却
し，ある媒介変数がなぜ所与の刺激により誘発されるのかについて言及していない）。
③刺激によってもたらされた情報は，この行為者の社会心理学的場に関する認知が発生するよう
に処理される。
④認知が生ずると，相互に作用する動機，期待および態度がこの行為者を購買という最終行為に
導く。
⑤行為の完了，すなわち実現された行動がこの消費者の社会心理学的場にある幾つかの変数に影
響を及ぽす（Katonaはこのようなフィードノfツクを仮定していないので，いかなる内部変数がこ
の行動に関わるのかは明白ではない）。
Nicosiaは，このような解釈によれば，態度は動機や期待とともに消費者の行為を方向ずける動機
ずけ要因であるだけでなく，刺激の櫨過器（filters）としての役割を与えられることになるにもか
かわらず， Katonaグループの理論的考察や経験的発見物は，態度がそうした役割を果す条件を示し
ていないこと，さらに動機が態度と期待の布置を生み出す変換メカニズムを説明していないことを
(51) 
指摘している。 Nicosiaは， Katonaによって想定された消費者行動の規定因とそれらの関係を次の
(52) 
ように図示している。
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その後， Katonaは購買決定を考慮、した変数を導入している。しかしながら，その重点は促進条件
に置かれているため，この研究では Lazarsfeldの研究では明示されなかった経済的変数に注意を向
けていたといえるであろう。また Katonaと彼の仲間違は，特定の製品や銘柄よりもむしろ製品種類
に関心を示してきたため，ここでは売手に操作される広告や他の刺激は考慮されていない。しかし，
それらはこのパラダイムでは許容条件に含まれると考えてよいだろう。
いずれにせよ， Katonaの研究は，経済的変数の態度と購買行動に及ぽす影響を立証することによ
って消費者行動研究における経済的要因の意義を示したものといえよう。
( 3 ）その他の主要な研究
前述された二つの研究， Lazarsfeldグループの研究と Katonaグループの研究と比べると，説明
的見解としての性格は弱いけれども，この見解の形成に貢献した研究として位置ずけることが可能
なものとして McGregorとMorganの研究をあげることができるであろう。
McGregorの研究は，前述された動機リスト・アプローチを批判しようとしたものである。彼に
よれば，動機は，行動の説明を与える要因ではなしむしろ観察された行動を分類するための用語
であり，また数多くの異なる行動形式がその分類過程でそれぞれ動機という用語に総括されるため，
(53) 
動機に関する知識は行動を予測しえないという。 McGregorは，行動の説明と予測に必要なのは，
(54) 
問題となる個人と彼が行動する環境に関する詳細な知識であるとして，次のような式を提示する。
R=f (S, I) 
すなわち，ある反応 (R）は，その反応時に存在する環境状況（S）と個人 (I）を構成する諸
要因聞の複合的な関連ノfターンの関数であるということである。彼は，さらにRの予測の正確さが
s, I閣の関連ノfターンの複合性を分析しうる程度と，分析を行なう抽象水準に依存する点を指摘
(55) 
している。 McGregorがs,Iを構成する要因としてあげたものは，次の通りである。
Sの構成要因；社会的関連（例：家族，友人，雇用主，制度的関係）
経済的環境
露出される宣伝の種類（新聞，定期刊行物，ラジオ，映画）
予測される行動の直接的な状況に関する若干の説明
知力と他の能力
Iの構成要因：身体上の特徴
ノfー ソナリティ特性と気質
好き，嫌い，関心，不安，嫌悪に関わる事物
信念，偏見，意見，態度
思考と行為の習慣
教育と知識
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ここで留意すべき点は，こうした McGregorの観点のもとでは，動機概念がほとんど必要とされ
(56) 
ないということである。彼はこの点について次のように説明する。
「しばしば動機と同一視される生理的状態さえもこの合成的な見方では些細なことに過ぎない。
例えば，空腹のような同じ生理的状態においても（人々は），他のSとIの要因によって，様々な異
なる反応をもたらであろうす。ある人はパン屋へ押し入り食べ物を盗むかもしれないし，他の人は
レストランで食事を注文したり，あるいは誰かの救済を求めるかもしれない。必要な資金があった
としても，ある人はロースト・ポークを喜んで食べるのに対して，他の人はその食べ物を嫌悪する
かもしれない。空腹に対するこうした反応（R）の違いは際限なく増やすことは容易であろう。（こ
こでの見方は）動機が，能力，技能，習慣，態度，知識，生理的状態，およびパーソナリティ特性
を含む諸要因の複合的ノfターンであるというものである。そうした動機は単純なものではない。あ
る場合に“動機”についてかなり知られていても，環境状況に関する情報に照らしてのみ，予測が
可能となる。同じ人は，異なる状況で非常に違った行動をとる（つまり，違った“動機”に賦活さ
れる）のである。」（括弧は筆者）
このように McGregorは，リストされうる動機から行動を説明する代わりに，行動の理由を諸要
因の複合的なパターンからなるものとしてとらえようとしたのである。彼は，こうした観点に立つ
(57) 
て，態度や意見の測定方法の一層の利用とその改善を強調した。
Morganの研究は，第二次大戦後における消費者行動の経験的研究に関する展望を行なったもの
である。彼は，この展望で三つの要因，動機の強さ，予想される結果，および誘因価(incentivevalue) 
(58) 
が結合して消費者行動に影響を与えるというフレームワークを提示している。ここで予想される結
果とは，ある決定あるいは行為が望ましい結果に導くであろうという主観的確率をさし，経験，他
者からのコミュニケーション，広告，あるいは新しい洞察によって変化を受けるものである。また
誘因価とは，対象あるいは結果の個人にとっての客観的価値を示す。これは，例えば，所属する社
会階層の平均と比較した場合のある商品の価値のような代理的価値（proxyvalues）を意味する。
(59) 
Morganは，このようなフレームワークから次のような要因群を示している。
( 1 ）パーソナリティ変数；基本的な動機，要求，目標 それらは，幼児体験の結果であり，主題
統覚検査や他の投影法によって測定されるものである。
( 2 ）その他のパーソナリティ変数（個人の意思決定の特徴とも呼ばれている）：これには次のもの
が含まれる。
＠能力：問題解決能力，好奇心と情報水準，予見力，弁別力，活力水準。
⑤一般化された慣習と態度；満足を延期する能力，金銭の処理と予算化の慣習，家族における意志
決定手続，簡略化された意思決定方法。
①防衛メカニズム；攻撃としての支出，退避としての貯蓄等。
＠異常あるいは病理的反応：退行，昇華，投影，自閉，抑圧，合理化，同一視。
( 3 ）状況の知覚：予想される結果一これは，ある選択がある結果をもたらすであろうという主観
的確率をさし，諸々の事態に関する情報や覚醒条件，および類似状況における選択結果についての
先行体験からの般化（generalizations）から生じる。
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( 4 ）状況変数；これには次のものが含まれる。
＠誘因：平均的諸要求の結果に関する客観的効用 これは，個人の状況諸要因，例えば最近の消費
と購買，家族の地位，結果の好ましさに関する過去の体験あるいは他者の監視から得る証明等によ
って影響される。ただし，この効用は基本的要求の重要性とは異なる。
⑤制約；これには，経済的（収入，所帯規模，価格，資産，現金払いの条件），社会的（地位的役
割，受容されたパターン），法的（窃盗の禁止）制約の他に，過去の意思決定（隣人の選択，契約的
貯蓄）が含まれる。
彼のフレームワークでは，こうした要因群がすべて実際の選択に直接影響を与えるわけではない。
実際の選択は，上記の（4 ）⑤制約と代替案の相対的期待効用（expected relative utilities of 
alternatives）に規定される。 Morganによれば，この効用は，態度，自己知覚（self-percep-
tions），地位的役割イメージ等としても表わせるもので，上記要因群における（ 1 ）基本的動機，（ 3) 
(60) 
予想される結果，および（4 ）＠誘因によって形成されるという。したがって， Morganのプレーム
ワークは次のように図示されるであろう。
(1）ノf－ソナリティ変数
（基本的動機）
( 2 ）その他のパーソナリティ変数
（意思決定の特徴）
( 3 ）状況の知覚
（予想される結果）
( 4 ）状況変数
＠誘因
⑥制約
期待効用
このような彼のフレームワークは， McClellandやAtokinsonによって展開されたパーソナリテ
ィ理論（さらに，後述される臨床心理学理論）を経済学における伝統的な効用理論に適用したもの
と見ることができるであろう。この意味で，これは， Katonaと同じように，心理経済学的消費者行
動モデ、ルを構築しようとする試みを表わしている。しかし，ここでは，心理学的ロジックがKatona
の研究よりも強く全面に打ち出されている。
以上のごとし説明的見解には様々な理論的指向を持つ研究の系譜が含まれる。 Lazarsfeldグル
ープは，選択に関わる内・外諸要因を等しく考慮、しながらも，集団や情報源のような社会的要因の
消費者行動に及ぼす影響を強調するところにその研究の特徴が認められる。Katonaグループは，同
様に，経済的要因と心理的要因を配慮したうえで，許容条件や促進状況といった経済的要因が態度
や購買行動の規定因になる点を示唆している。また McGregorとMorganは，共に外部的諸要因よ
りもむしろパーソナリティや態度等のような心理的要因が重要であることを指摘している。これま
でみたように，いずれの研究も，精粗の違いはあるけれども，消費者行動の無視しえない事実に着
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目し，その説明を試みたものである。
このような多様な見方は，一方では，消費者行動に関する社会科学諸分野による研究の一層の展
開の可能性を示唆するとともに，他方では，それらの研究を統合する必要性を示しているといえよ
う。こうした可能性と必要性に応えようとする研究は， 1 9 6 0年に始まる消費者行動研究の発展
期において具体的に展開されることになる。
3. モチベーション・リサーチの展開
1 9 5 0年代における消費者行動研究を考えるときに注目しなければならないのは，モチベーシ
ヨン・リサーチであろう。前述のように， Arndtがこの期間を「モチベーション・リサーチ段階」
(61) 
と名ずけていることからも，その影響力の大きさを知ることができる。
これは，これまでのマーケティング調査における定量的な記述的見解や規範的見解とは異なり，
臨床心理学の理論と方法によって，主として消費者の動機，要求，あるいはパーソナリティ特性を
(62) 
明らかにしようとする定性的な研究を総称したものである。ここでは，消費者にとって内部的な要
因が購買結果を規定するという因果関係が仮定されているため，モチベーション・リサーチは，動
機リストアプローチと同様に，「目的論的見解」に依拠するものといえるであろう。モチベーション・
(63) 
リサーチには，次のような幾つかのパージョンが存在する。
(1）精神分析的アプローチ．このアプローチの中心には，フロイト派の思想、と独時の方法がある。
その思想とは，要するに，消費者行動に伏在する動機が下意識の水準に存在し，それが幼児体験の
特徴的な段階に構造化された生得的なリビド一本能に関わるというものである。また，フロイト派
の技法とは，深層面接法や投影法のような臨床的方法をさす。
深層面接法を適用したモチベーション・リサーチには， Borden=Marshallのサランラップに関す
(64) 
る研究がある。これに対して，投影法は，消費者が禁忌のために直接的な回答を避けようとする製
品に対する態度を明らかにするために多く適用されてきたものである。例えば， Haireは，インスタ
(65) 
ント・コーヒーの購買にある種の抑制的な傾向を見出している。すなわち，インスタント・コーヒ
ーを使用する主婦は，一般に怠惰で，料理を嫌う，無気力な主婦として特徴ずけられていた。Westfall
(66) 
等は，経験的に Haireの発見物を支持したが，その後， Hallは分類法，標本数，質問法に関して幾
(67) 
つかの間題点を提起している。
(68) 
この系譜に属するもう一つの研究に， Roseによって代表される，関下広告に関するものがある。
( 2 ）パーソナリィティ・アプローチ．もう一つの系譜は，パーソナリィティの発達に（ 1 ）とは
異なり，幼児期以降の社会的影響をも含み，主として，パーソナリィティ・テストと製品購買との
相聞を立証しようとするものである。
ここでは車の購買に関する幾つかの研究が見出されるが，その中で多くの論争を呼んだのは，
(69) 
Evansによる研究である。彼は，エドワード個人選好表に基ずき，フォードとトシボレーの購買者
の間でパーソナリィティの違いを見出そうとした。彼は，データの分析後に，銘柄イメージに関し
て一般に抱かれている仮定の多くが誤りであることを示唆すると結論ずけている。その後，何人か
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の研究者は，そのデータを再検討することによって，それがEvansの主張よりも有意であることを
示している。さらに， Westfallは，サーストン気質尺度を利用して，コンパクト・カーの所有者と
スタンダード・カ←の所有者の聞では有意な違いがなかったのに対し，コンパーティプル・カーの
(70) 
所有者と他の車種の所有者の間では相違することを報告している。
一方， Gottliebは，制酸薬と鎮痛薬の利用の違いが脅迫性，懲罰性，健康に対する態度に関連す
(71) 
ることを示している。またその他の研究には， Greeneの雑誌リーダーシップに関するものが含まれ
(72) 
るであろう。
( 3）自己概念アプローチ．これは，パーソナリィティの発達をさらに緩和したもので，そこに準
拠集団と社会階層を含む社会的状況の個人の自己イメージに及ぼす影響を含み，自己イメージと製
品購買との関係を明かにしようとするものである。
ここでは製品や銘柄は，購買者の自己イメージを反映する象徴とみなされる。このため，このア
プローチでは，製品の象徴的意味（例えば，コルベットは攻撃的で，男性的であるというイメージ〉
と消費者の自己イメ｝ジが一致する場合，消費者はその製品や銘柄に対して好意的な評価を抱き，
さらにそれらを所有する可能性が高くなると仮定する。 Birdwelli', ・ S D法を用いて，カー・オー
ナーの車の知覚と彼の自己イメージが一致するという仮説をテストし，ぞれらの聞に密接な関係が
(73) 
あること示している。
このようなモチベ｝ション・リサーチの評価をめぐって賛否両論が提示されている。この方法の
支持者は，それが消費者の基本的な動機ずけに対して有益な洞察を与てきたことや，特に定量的な
(74) 
調査方法によってその後に検証される仮説の形成に有用であることを強調する。一モチベーションー
リサーチの主唱者の一人である Dichterは，購買過程における情緒の役割を重視し，製品が消費者に
情緒的安定感や，同調への要求のような意識下の動機に対する訴求を伝えなければならないことを
(75) 
強く主張した。他方，調査手法としてのモチベーション・リサーチに対する批判は，調査結果に関
する悲意的な解釈，無意識の動機ずけの偏重，反復調査の不足等に向けられている。さらに，Packard
は，個人の下意識の動機ずけを探るという，人の心のプライパシーを侵害する点に倫理的な問題を
(76) 
提起している。
以上のように， 19 3 0年代から 19 5 0年代までの期間は，消費者行動研究における形成期を
表わしていた。そこではマーケテイング調査における定量的な手法の急速な進展に対応した規範的
見解から，説明的見解やモチベーション・リサーチに代表される，個人消費者に焦点を合わせた行
動科学的アプローチへの重点の移行がみられた。かくして，この期間において消費者行動研究の概
念的基盤が形成されたといえるであろう。しかしながら，こうした基盤が体系的あるいは経験的に
研究されるようになるには次の発展期を侠たなければならない。
IV 消費者行動研究の発展期
1 9 3 0年代から 50年代までを消費者行動研究の形成期とするなら，それに続く期聞は発展期
と呼ぶことができるであろう。 19 6 0年代のはじめにこのように特徴ずけられるような幾つかの
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動向が見出されるからである。まず第一に，第二次大戦後における大衆消費市場の形成に伴って，
事業における消費者志向を強調するマーケティング・コンセプトが導入され，それが徐々に企業の
間で採用されはじめたことである。この結果，消費者行動に関する知識は，研究・調査だけでなく，
(77) 
企業経営においてもこれまで以上に重視されるようになったといわれる。
第二に，行動科学とマネジメント・サイエンスから理論，概念，分析手法等が消費者行動の研究
に広く導入されるようになったことである。それらのニュー・サイエンスは，後述されるように，
消費者行動研究の方向とその内容に大きな影響を与えた。Sheth等は，フォード財団が数多くの行動
(78) 
科学者と数理科学者の研究をこの分野に転じるのに果たした役割を高く評価している。
第三に，主として第二の動きの結果として，消費者行動をマーケティング調査の下位問題として
ではなく，独自の主題とする研究者の数が増大しはじめたことである。 Arndtがマーケテイングに
おける消費者行動研究の第一世代と呼ぶ， Andreasen,Cardozo, Carman, Cox, Engel, Nicosia 
(79) 
等がこうした研究者を代表するものと思われる。
第四に，この年代のはじめに Journalof advertising ResearchとJournalof Marketing 
Research，その後に Journalof Consumer Affairsが続いて創刊され，そこで多くのスペースが消費
者行動研究の報告に割かれるようになったことである。このことは，消費者行動に関する情報交換
(80) 
の場が拡張されたことを意味するであろう。
こうした動向に促された消費者行動研究の発展期は，さらに 19 6 0年から 19 6 9年までの前
半期（発展前期）と 19 7 0年から 19 7 9までの後半期（発展後期）に大別されるであろう。そ
こで，まず発展前期における主要な消費者行動研究の諸潮流をみてみることにしよう。
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